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第１条 重要事項説明書 

あなた（またはあなたの家族）が利用しようと考えている指定訪問看護サービスについて、

契約を締結する前に知っておいていただきたい内容を説明いたします。分からないことがあ

れば遠慮なく質問をしてください。 

居宅介護支援サービスの開始にあたり、厚生労働省令第三十八号第四条に基づいて、当事

業者が説明すべき重要事項は次の通りです。 

 

１. 指定訪問看護サービスを提供する事業所について 

 

2. 事業の目的および運営方針 

事業の目的 
家庭での療養生活を支援し、心身機能の維持回復を図るとともに、その生活の

質の確保を図ることを目的とします。 

運営の方針 

利用者の介護又は介護予防を目的として、その者の居宅において、療養上の世

話又は必要な診療の補助を行います。 

訪問看護等の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はそ

の家族に対し、療養上必要な事項について、理解しやすいように説明します。 

訪問看護等の事業の実施に当たっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉

サービスと綿密な連携を図り、円滑なサービスの提供に努めるものとします。 

 

3. 事業所の職員体制 

職 種 人 員 勤務の体制 

管理者（看護師兼務） 1 名 常 勤 

看護師 5 名以上 常 勤 

理学療法士等 3 名以上 常 勤 

 

4. 営業日、営業時間 

営 業 日 月曜日から土曜日まで。ただし、１月１日～１月３日を除く（必要時要相談） 

営 業 時 間 午前 8 時 30 分～午後５時 15 分まで 

事 業 所 名 称 TAOKA 訪問看護ステーション山手  

事 業 所 の 所 在 地 徳島市東山手町 1 丁目５ 

法 人 種 別 医療法人 

指 定 年 月 日 平成２５年４月１日 

指 定 番 号 徳島県指定 第３６６０１９０４５９号 

管 理 者 氏 名 三好 理絵 

電 話 番 号 088-678-5777   

F A X 番 号 088-678-6188 

メ ー ル ア ド レ ス hokan.yamate@taoka.or.jp 

通 常 の 事 業 の 実 施 地 域 主に徳島市・鳴門市・板野郡・名西郡・名東郡 
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5. 提供するサービスおよびその利用料について 

１） 提供するサービス 

（１） サービスの提供にあたっては利用者の要介護状態の軽減や悪化の防止、要介護状態に  

なることの予防ができるよう、適切にサービスを提供します。 

(2) 利用者に係る居宅介護支援事業者が作成する「居宅サービス計画（ケアプラン）」に基づ

き、主治医の指示並びに利用者の心身の状況、また利用者や家族の意向を踏まえて、｢訪

問看護計画｣を作成します。なお、作成した「訪問看護計画」は、利用者又は家族にその内容

を説明いたしますので、ご確認いただくようお願いします 

（３） サービス提供は「訪問看護計画｣に基づいて行ないます。なお、「訪問看護計画」は、利用者

等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて変更することができます 

 

２） サービス利用料および利用者負担について 

（１） 訪問看護は介護保険又は健康保険の利用ができます。介護保険をご利用の場合、利用料

は介護保険介護報酬告示上の額によるものとし、利用者の介護保険負担割合証に記載さ

れた負担割合を乗じた額となります。医療保険の適応がある場合は、原則として料金表の

利用料金の 1～３割が利用者の負担額となります。 

（２） 利用者は料金表（重要事項説明書別紙）に定めた訪問看護サービスに対する所定の利用料

および、サービスを提供する上で別途必要となった費用を支払うものとします。 

（３） 請求および支払い方法について   

  利用者指定口座から自動振替の場合 

請求書は、毎月20日までに利用料明細書を添えて送付いたします。翌月26日に指定 す

る口座から振り替えます。（26 日が土・日・休日の場合は、翌営業日になります） 

初回支払いに関しては手続の関係上、２か月分まとめての請求になることがございます。 

 現金払いの場合 

毎月 20 日までに、サービスの提供日、先月の利用料などの内訳を記載した「利用料明細

書」を作成し、請求書に添付いたします。訪問時に集金し、領収書を発行いたします。 

（４） 交通費、キャンセル料はいただきません。 

（５） 保険適用外、介護保険給付の額を超えたサービス利用は全額自己負担となります。 

 

6. 虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講

じます。 

虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 管理者     三好 理絵 

（１） 成年後見制度の利用を支援します。 

（２） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について職員に   

周知徹底を図っています。 

（３） 職員に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を定期的に実施しています。 
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（４） サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護す 

る者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村

に通報します。 

 

7. 秘密の保持と個人情報の保護について 

利用者およびその家族に関する秘密の保持について 

（１） 利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働

省が作成した「医療・介護関係事 業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイ

ドライン」を遵守し適切な取り扱いに努める事とします。  

（２）  事業者が得た利用者又はその家族の個人情報については、事業所での看護サービス提供

以外の目的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供についてはあらかじめ

文書で利用者又はその家族の同意を得るものとします。  

（３） 職員であった者に、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を保持させる為、職員 

でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、職員との雇用契約の内容

に含めます。 

 

８. 緊急時等の対応の方法 

サービス提供中に、利用者に病状の急変、その他緊急事態が生じたときは、必要に応じて応急

処置を行い、速やかに主治医や事業所の協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じ

るとともに、利用者が予め指定する連絡先に連絡します。 

 

   【協力医療機関】 

名 称 医療法人倚山会 田岡病院 

病 院 長 真鍋 進治 

所 在 地 徳島市万代町４丁目２番地２ 

電 話 番 号 088-622-7788 

    

名 称 医療法人きたじま倚山会 きたじま田岡病院 

病 院 長 里見 淳一郎 

所 在 地 徳島県板野郡北島町鯛浜字川久保３０番地１ 

電 話 番 号 088-698-1234 

 

９. 事故発生時の対応 

（１） サービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに利用者の家族等および利用者に

係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに必要な措置を講じ、重大な事故の場合

は保険者である市町村に連絡します。 

（２） 利用者に対する訪問看護の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を

速やかに行います。但し、自らの責めに帰すべき事由によらない場合はこの限りではあり

ません。 

（３） 事業者は損害賠償保険（訪問看護事業者総合補償制度）に加入しています。 
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10. 身分証携行義務 

職員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者または利用者の家族から提示を求められ

た時は、いつでも身分証を提示します。 

 

11. 心身の状態の把握 

サービスの提供に当たっては、居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じ

て、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービスまたは福祉サービス

の利用状況等の把握に努めるものとします。 

 

12. 居宅介護支援事業者等との連携 

（１） 指定訪問看護の提供に当り、居宅介護支援事業者及び保健医療サービスまたは福祉サー

ビスの提供者と密接な連携に努めます。 

（２） サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「訪問看護計画」の写 し

を利用者の同意を得た上で居宅介護支援事業者に速やかに送付します。 

（３） サービスの内容が変更された場合は、その内容を記した書面またはその写しを速やかに

居宅介護支援事業者に送付します。 

 

13. サービス提供の記録 

（１） 指定訪問看護の実施ごとに、サービス提供の記録を行うこととし、その記録は契約    終

了日から５年間保存します。 

（２） 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求

することができます。 

 

14. 衛生管理等 

（１） 職員の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

（２） 指定訪問看護事業所の設備および備品等について、衛生的な管理に努めます。 

 

15. 感染症蔓延及び災害等発生時の対応 

（１） 災害発生時は、その規模や被害状況により通常業務を行えない可能性がありますが、災

害時の情報、被害状況を把握し安全を確保したうえで、利用者の安否確認や支援、主治医

や関係機関との連携、必要時の訪問を行います。 

（２） 指定感染症蔓延時には通常業務を行えない可能性がありますが、感染症の拡大状況を把

握し、予防対策を講じて必要な訪問を行います。 

 

16. サービス提供に関する相談、苦情について 

（１） 利用者は提供されたサービスに対して苦情がある場合には、事業者、県市町村又は  国

民健康保険団体連合会に対して、いつでも苦情を申し立てることができます。  

（２） 事業者は、苦情申立ての窓口及びその連絡先を明らかにすると共に、苦情の申し立て   

又は相談があった場合には、迅速かつ適切に対応し、サービスの向上、改善に努めます。  

（３） 事業者は、利用者が苦情申し立て等を行ったことを理由として不利益な取り扱いを  す

ることはありません。 
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事業所の苦情申立て窓口 管理者   三好 理絵 

 

市町村（保険者）の窓口 

徳島市役所健康福祉部 

高齢介護課 

徳島県徳島市幸町 2 丁目 5 

電話 088－621－5585  

（土・日・祝祭日を除く 9:00～17:00） 

鳴門市役所長寿介護課 

徳島県鳴門市撫養町南浜字東浜 170 

電話 088－684－1175  

（土・日・祝祭日を除く 8:30～17:00） 

板野町役場福祉保健課 

徳島県板野郡板野町吹田字町南 22－2   

電話 088－672－5986  

（土・日・祝祭日を除く 8:30～17:00） 

藍住町役場健康推進課 

徳島県板野郡藍住町奥野字矢上前 52－1  

電話 088－637－3115   

（土・日・祝祭日を除く 8:30～17:15） 

北島町役場保健福祉課 

徳島県板野郡北島町中村字上地 23－1  

電話 088－698－9805   

（土・日・祝祭日を除く 8:30～17:00） 

松茂町役場長寿社会課 

徳島県板野郡松茂町広島字東裏 30 

電話 088－699－2190   

（土・日・祝祭日を除く 8:30～17:00） 

上板町役場福祉保健課 

徳島県板野郡上板町七條字経塚 42 

電話 088－694－6810   

（土・日・祝祭日を除く 8:30～17:00 

石井町役場福祉生活課 

徳島県名西郡石井町高川原字高川原 121-1 

電話 088－674－1116   

（土・日・祝祭日を除く 8:30～17:00） 

神山町役場健康福祉課 

徳島県名西郡神山町神領字本野間 100 

電話 088－676－1111   

（土・日・祝祭日を除く 8:30～17:00） 

佐那河内村役場健康福祉課 

徳島県名東郡佐那河内村下字西ノハナ 31 番地 

電話 088－679－2111   

（土・日・祝祭日を除く 8:30～17:00） 

 

公的団体その他の窓口 

徳島県国保健康保険団体連合

会 介護保険課 

徳島県徳島市川内町平石若松 78－1  

電話 088－665－7205  

（土・日・祝祭日を除く 9:00～17:00） 

徳島県運営適正化委員会 

徳島市中昭和町 1 丁目 2 総合福祉センター内 

電話 088－611－9988 

（土・日・祝祭日を除く 9:00～17:00） 
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１７. カスタマーハラスメントおよび事業者からの契約解除等に関する事項 

当事業所では、すべての利用者様に安心して訪問看護サービスをご利用いただくとともに、

職員が安全で働きやすい環境を確保することを重要な責務としています。 

そのうえで、利用者様またはご家族等からの言動のうち、社会通念上許容される範囲を超え、

職員の就業環境を害するおそれのある行為は、厚生労働省指針に基づきカスタマーハラスメ

ントに該当する場合があります。 

（１） カスタマーハラスメントに該当する行為の例 

 大声での叱責、威圧的な言動 

 脅迫、侮辱、人格を否定する発言 

 差別的な言動、名誉を傷つける言動 

 業務範囲を著しく超える要求 

 対応が困難または不可能な要求 

 長時間にわたる執拗な要望・クレーム 

 不退去・居座り・退路を塞ぐなどの拘束的行為 

 深夜・早朝の反復連絡 

 性的な言動、身体への不必要な接触 

 SNS 等を用いた誹謗中傷や過度な連絡反復 

※これらは厚労省指針に示される「内容」「手段・態様」が社会通念上許容される範囲を   超

える行為に該当します。 

（２） 当事業所の対応方針 

上記の行為が認められた場合、職員の安全確保のため、以下の対応を行います。 

 管理者への報告と事実確認 

 必要に応じて複数名での訪問、担当者変更 

 訪問の一時中止・退避 

 文書による注意喚起 

 悪質な場合は警察・関係機関への相談 

 再発防止策の実施 

 相談窓口での受付（秘密は厳守し、不利益な取扱いは行いません） 

（３） 契約の継続が困難となる場合 

身体的暴力、精神的暴力、性的言動その他の行為により 職員の心身に危害が生じ、また

は生ずるおそれがあり、その防止が著しく困難な場合には、サービス提供の継続が困難と

なることがあります。 

その際は、居宅介護支援事業所や保険者（市町村）と連携し、利用者様の状況に応じて  他

事業所の紹介等、必要な支援を行います。 

（４）正当なご意見・ご要望について 

介護サービス・訪問看護に関する正当なご意見・ご要望・苦情につきましては、これまで  ど

おり誠意をもって対応いたします。お気づきの点がございましたら、遠慮なくお申し出くだ

さい。 
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第２条 訪問看護契約書 
 

                  様 （以下、「利用者」とします）と、TAOKA 訪問看護ステーション

山手（以下、「事業者」とします）は、訪問看護のご利用について次のとおり契約します。 

 

（契約の目的） 

第１条  事業者は、利用者に対し、介護保険法等関係法等の趣旨のもとに、利用者が居宅にお   

いて、その能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように適正な訪問看護

を提供し、利用者は事業所に対してそのサービスにかかる利用料を支払うことを契

約の目的とします。 

 

（契約期間） 

第２条  この契約の契約期間は、令和   年   月   日から、利用者の要介護認定の有効   

期間了日までとします。 

２． 契約期間満了日までに、利用者から事業者に対して、契約終了の申出がない場合に 

は本契約と同一の条件で契約は自動更新されるものとします。 

３． 入院・入所等で３カ月以上ご利用がない場合は、契約を終了させていただきます。 

 

（主治医との関係） 

第３条  事業者は、指定訪問看護サービスの提供を開始する際には、主治医の指示を文書で 

受けます。 

２． 事業者は、主治医に訪問看護計画書および訪問看護報告書を提出し、主治医との密 

接な連携を図ります。 

 

（記録の整備保存等） 

第４条  事業者は、重要事項１３記載のとおり、利用者に対するサービスの提供に関する記録 

を整備し、本契約の終了後 5 年間保存いたします。 

２． 利用者は重要事項１３記載のとおり、記録の閲覧および複写物を請求することができ 

ます。 

３． 事業者は個人情報の保護に関する法律その他関連法令に従って適切に応じるものと 

します。 

 

（訪問看護師の交替等） 

第５条  事業者は、訪問看護師の交替により、利用者及びその家族等に対してサービス利用

上の不利が生じないよう十分に配慮するものとします。 

２． 訪問看護師が、感染症及び体調不良等の場合で、訪問出来なくなった際は、代替人員

を人選し代替人員の訪問、又は中止について、利用者およびその家族に連絡いたし

ます。 

 

（利用料金等） 

第６条  利用者は、事業者からサービスを受けたときは重要事項 5．２）の記載に従い利用者 

負担金を支払います。 

２． 利用料の請求や支払い方法は重要事項 5．２）に記載のとおりです。 

３． 事業者は、利用者の料金に変更がある場合には事前に説明し同意を得ます。 
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４． 事業者は、介護保険法等関連法等の適用を受けない訪問看護サービスがある場合は、 

予めその利用料について説明し同意を得ます。 

５． 利用者は、利用料の変更に応じられない場合は、事業所に対し文書で通知し本契約 

を解約することができます。 

６． 利用者は、居宅において、職員がサービス実施のために使用する水道、ガス、電気、  

電話の費用を負担します。 

 

（利用者の解約権） 

第７条  利用者は、事業者に対して､１週間の予告期間をおいて文書で通知をすることにより、 

本契約を解約することができます。ただし、利用者の病変、急な入院などやむを得な  

い事情がある場合は、予告期間が１週間以内の通知でも本契約を解約することがで 

きます。 

２． 利用者は次のいずれかに該当する場合は、上記規定にかかわらず予告期間を設ける 

ことなく直ちに本契約を解約できます。 

（１） 事業者が正当な理由なく本契約に定めるサービスを提供せず、利用者の請求にも 

関らずこれを提供しようとしない場合 

（２） 事業者が重要事項７に定める守秘義務に違反した場合 

（３） 事業者が利用者の身体・財産・名誉等を傷つけ、または著しい不信行為を行うな 

ど、本契約を継続し難い重大な事由が認められる場合。 

 

（事業者の解約権） 

第８条  利用者が正当な理由なく又は故意に訪問看護の利用に関する指示に従わず、要介護    

状態を悪化させた場合や、常識を逸脱する行為をなし、改善しようとしないなどの理    

由で契約の目的が達せられないと判断した場合は１カ月以内の文書による予告期間 

をもって契約の終了とします。 

２． 利用者が正当な理由なく利用料を３カ月以上滞納した場合、事業所は１カ月以内の 

期限を定めて督促し、滞納額の支払いをしなかったときは、本契約を解約いたします。   

３． 事業者は、契約を解約する場合には、担当の介護支援専門員、利用者の居住区であ 

   る市町村等に連絡をとり、解約後も利用者の健康や生命に支障のないよう、必要な 

措置を行います。 

 

（契約の終了） 

第９条  次のいずれかの事由に該当する場合は契約を終了します。 

（１） 利用者が死亡、入院・入所又は転出した場合 

（２） 利用者の病状、要介護度等の改善により、訪問看護の必要を認められなくなった 

    場合 

（３） 利用者から解約または契約更新しない旨の申し出を受けた場合 

 

（秘密保持） 

第１０条 事業者は、重要事項７記載のとおり、職員又は職員であったものが訪問看護を提供

するうえで知り得た利用者又はその家族の秘密を正当な理由なく第三者に漏洩しな

いよう必要な措置を講じる。本契約終了後も同様とする。 

２． 事業者は、利用者又はその家族の個人情報を適切に取り扱うものとする。 
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（事故発生時の対応） 

第１１条 事業者は、サービスの提供により事故が発生した場合には、重要事項９記載のとおり 

必要な措置を講じます。 

 

（相談・苦情対応） 

第１２条 事業者は、重要事項 16 記載のとおり、サービスの提供に関する苦情に対応します。 

 

（カスタマーハラスメントの禁止） 

第１３条 事業者は、重要事項 17 記載のとおり、利用者又はその家族等が、職員に対し社会通 

念上許容される範囲を超える言動（暴言、暴力、脅迫、差別的言動、過度な要求、性的    

言動その他の就業環境を害する行為）を行った場合、事業者は職員の安全確保のた 

め、サービス提供方法の変更、訪問の中止、又は契約の解除を行うことがあります。 

２． 前項の行為により職員の心身に危害が生じ、又は生ずるおそれがあり、その防止が  

   著しく困難であると事業者が判断した場合、事業者は予告期間を設けず契約を解除 

することができます。 

３． 契約を解除する場合、事業者は居宅介護支援事業所又は保険者（市町村）と連携し、 

利用者の状況に応じて他の事業者の紹介等、必要な支援を行います。 

 

（損害賠償責任） 

第 14 条 事業者は、サービスの提供に伴い、利用者又は家族の生命・身体・財産に損害を及 

ぼした場合は、利用者に対し速やかに損害を賠償します。ただし、事業者の責めに

帰することができない事由によるものであるときは、事業者は、損害を賠償する責

任を負わないものとします。 

 

（契約外条項） 

第１５条 利用者及び事業所は信義誠実をもって本契約を履行するものとします。本契約に規 

定しない事項については、介護保険法等関係法の規定を尊重し、利用者および事業 

所の協議に基づき定めます。 

 

（裁判管轄） 

第１６条 利用者と事業者は、本契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者の住所地 

を管轄する裁判所を第一審管轄裁判所とすることを予め合意します。 

 

上記契約を証明するため、本書２通を作成し、利用者および事業者の双方が署名または記名・

押印の上、それぞれ１部ずつ保有します。 

以上 


